



























大 北 由 恵
訳
(１) 本稿は，サー・デイビッド・エドワード元欧州司法裁判所判事（エディンバラ大学名
誉教授）が，2013年４月 8 日に関西学院大学において行った講演会（EUIJ 関西主催）の
記録を翻訳したものである。翻訳にあたっては，訳者の判断により，講演会記録に若干の
修正を施している。
(２) Case 8 /55	
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となる３つの条約が存在する。すなわち，第一に，EU 条約 (the Treaty on
The European Union) は，かなり大まかな原則を述べており，第二に，EU機








330(1367) 法と政治 64巻 4号 (2014年 2月)
(３) Case 294 /83 Parti 	
‘Les Verts’ v European Parliament [1986] ECR 1339.
(４) Case 26 /62 Van Gend en Loos [1963] ECR 1.









制限は，個別授権の原則 (the principle of conferral) により，EUの権能の行使



















家元首および政府の長で構成される欧州首脳理事会 (the European Council),
②EU市民を代表する機関である欧州議会 (the European Parliament)，③各加
盟国の閣僚級の代表により構成される理事会 (the Council)，④他の国際的な
機関から独立した存在である欧州委員会 (the European Commission)，そして




法と政治 64巻 4号 (2014年 2月) 331(1366)
(５) Treaty on The European Union [hereinafter TEU], article 4.
(６) TEU, article 5(1).
(７) TEU, article 6(1).
(８) TEU, article 6(3).









































332(1365) 法と政治 64巻 4号 (2014年 2月)
(10) TEU, article 16(1).





































法と政治 64巻 4号 (2014年 2月) 333(1364)
(13) Treaty on the Functioning of the European Union [hereinafter TFEU], article 275.
(14) TFEU, article 276.





























































































































法と政治 64巻 4号 (2014年 2月) 337(1360)
